
（平成２２年１１月１０日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 16 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 13 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 35 件

国民年金関係 18 件

厚生年金関係 17 件

年金記録確認千葉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



千葉国民年金 事案 2981 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年８月から同年 10 月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 38 年８月から同年 10 月まで 

             ② 昭和 38 年 11 月から 43 年３月まで 

    私は、申立期間当時はＡ（地名）で大学に通っていたが、私が 20 歳

になったときに、Ｂ県Ｃ市（現在は、Ｄ市）にある実家で、母が国民年

金の加入手続を行ってくれた。当時、父はＡ（地名）で事業所を開業し

ており、経済的に国民年金保険料の納付が困難な状況ではなく、毎月、

父から実家の母へ仕送りをしており、その都度母が市役所で保険料を納

付していたことを聞いた記憶がある。大学を卒業するまで母が保険料を

納付してくれていたのに、申立期間①が未納とされ、申立期間②が未加

入とされているので記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①については、Ｄ市の保管する国民年金被保険者名簿からも、

申立人が昭和 38 年８月 26 日に任意で国民年金の被保険者資格を取得した

ことが確認できる上、任意加入当初の３か月と短期間であり、申立人の申

述どおり、申立人の母が申立人の加入手続及び加入当初の国民年金保険料

の納付を行ったと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間②については、上記被保険者名簿において、申立人は昭

和 38 年 11 月 11 日に被保険者資格を喪失した記載があり、オンライン記

録と一致していることから、申立期間②は国民年金に未加入の期間であり、

制度上、保険料を納付することはできない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に申立期間②の納付の前



提となる別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   さらに、申立期間②は 53 か月と長期間である上、申立人は保険料の納

付に関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行

ったとする申立人の母は、既に亡くなっているため申立期間②の納付状況

等は不明である。 

   加えて、申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 38 年８月から同年 10 月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。



千葉国民年金 事案 2982 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 42 年４月から 43 年 12 月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年２月から 43 年 12 月まで 

    私は、成人式を迎えた後、両親が義務として国民年金保険料を納付し

なければならないと言っていた。大学を卒業して昭和 42 年４月に父の

経営する会社に就職してからは、自分で保険料を納付するようになった

と記憶している。申立期間が未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、大学を卒業し就職した昭和 42 年４月から国民年金保険料を

自分で納付するようになったと主張しているところ、申立人の特殊台帳に

同年６月１日に国民年金手帳を再発行したことが記録されていること、及

び申立期間後の 44 年１月から同年３月までの期間の納付記録がオンライ

ン記録により、確認できることから、申立期間のうち、42 年４月以降の

期間については、申立人が主張するとおり、申立人が保険料の納付を始め

たと推認できる。 

   また、オンライン記録では、申立人の被保険者資格の取得日は昭和 44

年１月１日と記録されており、申立期間は未加入の期間であるが、特殊台

帳には 40 年２月 12 日に強制で資格取得と記載され、その記録が訂正され

た形跡は無く、52 年３月に転入したＡ郡Ｂ町で保管する国民年金被保険

者名簿において申立人の資格取得日が 40 年２月 12 日から 44 年１月１日

に訂正されていることが確認できることから、申立期間当時、申立人は国

民年金の強制被保険者であったことが確認できる。 

   さらに、申立人が保険料を納付したとする昭和 42 年４月から 43 年 12

月までの期間は 21 か月と比較的短期間であり、申立期間以降、60 歳で資



格喪失するまで保険料をすべて納付していることを考慮すると、当該期間

についても納付していたものと考えるのが自然である。 

   一方、申立期間のうち、昭和 40 年２月から 42 年３月までの期間につい

ては、申立人は保険料の納付に関与していないと述べており、申立人の国

民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする両親は、既に亡くなっ

ているため、当該期間の納付状況等は不明である。 

   また、申立人の所持する昭和 40 年 10 月 20 日発行の国民年金手帳及び

44 年５月９日再発行の国民年金手帳は共に、40 年２月から 42 年３月まで

の期間に係る検認印が無い上、当該期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 42 年４月から 43 年 12 月までの国民年金保険料を納付していたもの

と認められる。



千葉国民年金 事案 2983 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年４月から 61 年３月までの期間の

国民年金保険料については、免除されていたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46 年７月から 51 年１月まで 

             ② 昭和 52 年４月から同年 12 月まで 

             ③ 昭和 54 年４月から 62 年８月まで 

    私は、昭和 46 年７月ごろ、Ａ区に在住しており、国民年金に加入し

ていた。同年７月から 51 年１月までの期間、52 年４月から同年 12 月

までの期間及び 54 年４月から 62 年８月までの期間が未納と記録されて

いるが、国民年金保険料を納付していた。また、納付できないときは全

額免除の申請をしていたはずであり、その期間すべてが未納とされてい

ることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間③のうち、昭和 60 年４月から 61 年３月までの期間について

は、申立人が国民年金保険料の免除申請を一緒に行ったとするその妻は、

当該期間に係る納付記録は免除となっているところ、保険料の免除につ

いては、原則として世帯単位の所得により免除の適否を判定することか

ら、申立人の妻は免除申請手続を行っているにもかかわらず、当該期間

について申立人は免除申請手続を行っていないことは不自然である。 

    また、申立人は、申立期間③以外にも免除申請を行っており、免除申

請手続について、理解していたものと判断できることから、申立人は、

その妻と一緒に免除申請していたものと考えられる。 

 

  ２ 一方、申立期間①及び②並びに申立期間③のうち、昭和 54 年４月か

ら 60 年３月までの期間及び 61 年４月から 62 年８月までの期間につい



ては、特殊台帳及びオンライン記録において未納と記録されている上、

申立人は、当該期間に係る保険料の納付場所、納付方法及び免除手続に

ついて記憶しておらず、納付及び免除申請の手続状況は不明である。 

    また、申立人が当該期間の保険料を納付及び免除申請していたことを

示す関連資料（家計簿、免除承認通知書等）は無く、ほかに当該期間の

保険料を納付及び免除申請していたことをうかがわせる周辺事情も見当

たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 60 年４月から 61 年３月までの期間の国民年金保険料を免除さ

れていたものと認められる。 



千葉厚生年金 事案 2703 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格取得日は昭和 20 年 10 月１日、資格喪失日は

23 年 10 月１日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保

険被保険者資格の取得日及び喪失日を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、20 年 10 月から 21 年３月

までは 100 円、同年４月から同年 12 月までは 150 円、22 年１月から同年

５月までは 210 円、同年６月から同年 12 月までは 300 円、23 年１月から

同年７月までは 600 円、同年８月及び同年９月は 3,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年 10 月１日から 23 年 10 月１日まで 

    私は、終戦後すぐに、伯父の紹介でＡ社に就職し、Ｂ（業務）を担当

していた。同社に勤務している間、給与から厚生年金保険料が控除され

ており、保険料が高いと思っていたことを今でも記憶しているが、同社

での厚生年金保険の被保険者記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間において「Ｂ（業務）をしていた。」と供述してい

るところ、昭和 21 年２月 25 日から 23 年３月 16 日までＡ社の厚生年金保

険の被保険者期間がある元同僚は、「Ｂ（業務）をするときに、申立人と

一緒に作業した記憶があり、私が退職したときはまだ在職していた。」と

具体的に供述していることから、申立期間に申立人が当該事業所に勤務し

ていたことは推認できる。 

   一方、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

人の氏名は無いものの、申立期間において、健康保険の整理番号に約 50

番にわたる欠番があることが確認できる。 

   また、厚生年金保険被保険者番号払出簿において、「＊」から「＊＊」

までの記号番号のうち、Ａ社の被保険者に払い出された年金番号を確認し



たところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に年金番号の記

載が無く、厚生年金番号単位の払出簿においても被保険者名が記載されて

いない番号が３つ確認できることから、当該事業所に係る年金記録の管理

が適切であったとは認め難い。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 20 年 10 月１日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、23 年 10 月１日に資格を喪失し

た旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同種の業務で、同

時期に入社した元同僚の社会保険事務所の記録から、昭和 20 年 10 月から

21 年３月までは 100 円、同年４月から同年 12 月までは 150 円、22 年１月

から同年５月までは 210 円、同年６月から同年 12 月までは 300 円、23 年

１月から同年７月までは 600 円、同年８月及び同年９月は 3,000 円とする

ことが妥当である。



千葉厚生年金 事案 2704 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 37 年４月 21 日から同年６月 12 日ま

での期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を同年

４月 21 日に、資格喪失日に係る記録を同年６月 12 日とし、当該期間の標

準報酬月額を 8,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の船員保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年２月１日から同年４月 12 日まで 

             ② 昭和 37 年４月 21 日から同年６月 12 日まで 

    私は、昭和 35 年２月１日から同年４月 12 日までは､Ｂ郡Ｃ町（現在

は、Ｄ市）のＥ氏所有の「Ｆ丸」にＧ（職種）として乗船し、37 年４

月 21 日から同年６月 12 日までは､Ｈ市ＩのＪ氏（現在は、Ａ社）所有

の「Ｋ丸」にＧ（職種）として乗船したが、この間の船員保険の被保険

者記録が欠落しているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、申立人から提出された船員手帳により、申立

人は、Ｊ氏が所有する「Ｋ丸」にＧ（職種）として乗船したことが確認

できる。 

    また、Ａ社の常務取締役は、「申立期間②は、Ｊ氏による個人事業主

のときであったが、申立人の船員手帳に雇入れ及び雇止めの記載があれ

ば、船員保険に加入させていたはずである。」と回答していることから、

申立人の申立期間②における船員保険料を控除していたことが推認でき

る。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間②において、保険

料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 



    また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人の船員手帳の給

料欄に記載されている金額から、8,000 円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る申立期間②の保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明であると回答しているが、仮に、

船舶所有者から申立人に係る被保険者資格の取得届が提出された場合に

は、その後被保険者資格の喪失届を提出する機会があったことになるが、

いずれの機会においても社会保険事務所（当時）が当該届出を記録して

いないことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の取得及び喪失

に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に

係る昭和 37 年４月から同年５月までの期間に係る保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主はこれらの期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間①については、申立人から提出された船員手帳により、申立

人は、Ｅ氏が所有する「Ｆ丸」にＧ（職種）として乗船したことが確認

できる。 

    しかし、申立人は、当時の元同僚の氏名を覚えていないため、当該船

舶所有者に係る船員保険被保険者名簿により、所在が判明した元同僚４

名に照会した結果、１名から回答を得たが、その元同僚は、「申立期間

①にＦ丸に乗船していないため、申立人は知らない。」と供述しており、

申立期間①当時の船員保険の加入状況について確認できない。 

    また、Ｌ漁業協同組合は、「Ｆ丸は、当組合所属であったが、昭和

40 年ごろ廃船になっており、船舶所有者は、既に死亡している。」と

回答しており、申立期間①当時の保険料の控除について確認できない。 

    さらに、船舶所有者Ｅ氏に係る船員保険被保険者名簿において、Ｅ氏

を含め 26 名が船員保険の適用船舶所有者となった昭和 34 年８月 26 日

に資格を取得し、Ｅ氏を除く 25 名は、申立期間前の同年 12 月 26 日ま

でに資格を喪失し、Ｅ氏のみが船員保険の適用船舶所有者でなくなった

35 年３月 15 日に資格を喪失していることが確認できるが、同名簿に申

立人の氏名は無い。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間①に係る船員保険料を事業

主により控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2705 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていることが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間①に係る資格喪失日（昭和 32 年２月 12 日）及び資格取得

日（34 年３月 10 日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を 7,000 円と

することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 32 年２月 12 日から 34 年３月 10 日まで 

             ② 昭和 36 年 12 月 20 日から 38 年 12 月まで 

    私は、Ａ社に昭和 26 年から 36 年まで継続して勤務していたにもかか

わらず、申立期間①に係る厚生年金保険の加入記録が無いことは納得で

きない。また、申立期間②については、Ｂ社の退職時に、厚生年金保険

の被保険者証を返してもらった記憶があり、同社において厚生年金保険

に加入していたと思うので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、オンライン記録では、Ａ社におい

て昭和 32 年１月５日に厚生年金保険の資格を取得し、同年２月 12 日に

資格を喪失後、34 年３月 10 日に当該事業所において再度資格を取得し

ており、32 年２月 12 日から 34 年３月 10 日までの被保険者記録が無い。 

    しかし、申立人が氏名を挙げた元同僚のうち、申立期間①において申

立人と同じＣ（職種）であった複数の元同僚は、「申立人は、Ｃ（職

種）として、途中退職することも無く、継続して勤務していた。」と供

述していることから、申立人が申立期間①において当該事業所に継続し

て勤務していたことが推認できる。 

    また、当該事業所において、申立人以外の同職種の元同僚は、いずれ



も申立期間①において厚生年金保険が継続しており、申立人と同じく被

保険者期間に空白が発生している者はいない。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人と同日の昭和

29 年 12 月１日に資格取得し、申立期間①直前の標準報酬月額が申立人

と同額の元同僚の加入記録から、7,000 円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が

提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記

録するとは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの

資格喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、

申立人に係る昭和 32 年２月から 34 年２月までの保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、申立期間①に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間②については、複数の元同僚の証言により、申立人がＢ社に

勤務していたことは推認できる。 

    しかし、オンライン記録により、当該事業所は、昭和 39 年２月１日

に厚生年金保険の適用事業所になっていることが確認でき、申立期間②

は当該事業所が適用事業所になる前の期間である。 

    また、Ｂ社の事業主は、｢当社は、昭和 36 年に設立し、当初は個人事

業として始めたが、38 年７月 24 日に法人化し、厚生年金保険に加入し

たのは、39 年２月１日である。｣と回答している。 

    このほか、申立期間②における保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2706 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 47 年２月７日から同年３月３日まで

の期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められることから、Ａ社における資格取得日に係る記録を同年２

月７日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を３万 3,000 円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年３月１日から同年 11 月１日まで 

             ② 昭和 47 年２月７日から同年３月３日まで 

    私は、Ｂ社及びＡ社に勤務し、給料から厚生年金保険料が控除されて

いたが、申立期間において、厚生年金保険の記録が欠落しているので調

査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間②については、Ａ社から提出された辞令書により、申立人が

当該事業所に昭和 47 年２月７日に採用されたことが確認できる。 

    また、当該事業所は、給与の取扱いについて、毎月 20 日締め、翌月

25 日払い、厚生年金保険料は翌月控除と回答しているところ、当該事

業所から提出された昭和 47 年３月の給与台帳において保険料の控除が

確認できることから、申立人の同年２月の保険料が事業主により給与か

ら控除されていることが認められる。 

    なお、Ａ社から提出された昭和 47 年２月の給与台帳（同年１月 21 日

から同年２月 20 日）により、同年１月分の保険料は控除されていない

ことが確認できる。 

    また、申立期間②の標準報酬月額については、Ａ社から提出された昭

和 47 年３月の給与台帳により、３万 3,000 円とすることが妥当である。 



    なお、事業主が保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は申立人の申立てどおりの届出及び保険料を納付していないと回

答している上、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認

および標準報酬決定通知書によれば、申立人の資格取得日は昭和 47 年

３月３日になっていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に

係る同年２月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  ２ 申立期間①については、Ｂ社は、「申立期間①当時は、すぐに辞める

者が多かったので、６か月から８か月くらいを試用期間とし、この間は、

厚生年金保険に加入していなかったと思う。」と回答している上、申立

期間①において被保険者資格を有する複数の元同僚も、「試用期間があ

った。」と供述している。 

    さらに、当該事業所は、「申立期間①当時の関係資料は無い。」と回

答していることから、保険料の控除について確認できない。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2707 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、昭和 55 年８月 31 日に厚生年金保険被保険者資格を申立人が

喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められ

ることから、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂

正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、22 万円とすることが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55 年７月 31 日から同年８月 31 日まで 

    私は、昭和 55 年７月 31 日から同年８月 31 日までの期間が厚生年金

保険に未加入となっている。 

    この期間はＡグループ内においてＢ社からＣ社に転勤になっただけで

あり、未加入期間となっていることは納得できないので、厚生年金保険

の被保険者記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＤ社（Ｃ社を継承）Ｅ工場及び申立人から提出

された給与明細書により、申立人はＢ社に継続して勤務し（昭和 55 年８

月 31 日にＢ社からＣ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

   一方、申立人は、厚生年金基金加入員資格取得及び標準給与決定通知書

により、Ｆ厚生年金基金において、昭和 55 年８月 31 日に転勤により資格

を取得していることが確認できるところ、55 年 10 月の定時決定は、同年

８月の在籍者が対象となること、及び喪失日の受付年月日が同年９月８日

となっていることが確認できる上、事業主は、「基金の届出については複

写式であった。」と供述している。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が主張するとおり、昭和 55 年８月 31 日に資格を喪失した旨の届出

を事業主が社会保険事務所に対して行ったことが認められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ社の健康保険厚生年金保

険被保険者名簿により 22 万円とすることが妥当である。



千葉厚生年金 事案 2708 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に

係る記録を昭和27年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を7,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

   また、申立人は、申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における

資格取得日に係る記録を昭和28年９月１日に訂正し、申立期間②の標準報

酬月額を8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年４月１日から同年５月 20 日まで 

             ② 昭和 28 年９月７日から 29 年 12 月２日まで 

    私は、年金事務所における厚生年金保険の被保険者記録では昭和 27

年４月の１か月及び 28 年９月から 29 年 12 月までの期間が空白となっ

ているが、27 年４月にＡ社に入社して以降、平成７年８月に退職する

まで継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者記録を確認し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、雇用保険の加入記録及び申立人から提出され

たＡ社の入社時の辞令により、申立人が昭和 27 年４月１日に同社に入

社したことが確認できる。 

    また、Ａ社が保管する従業員台帳により、申立人が申立期間①にＡ社

本社に勤務していたことが確認できる。 



    さらに、元同僚は「試用期間は無く、入社した月から厚生年金保険に

加入している。」と供述しているところ、当該元同僚の厚生年金保険の

被保険者記録によると、入社当初から加入していることが確認できる。 

    これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間①に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における

昭和 27 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から 7,000 円とするこ

とが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ２ 申立期間②については、雇用保険の記録、申立人から提出されたＡ社

の辞令及び当該事業所が保管する従業員台帳から判断すると、申立人は

Ａ社に継続して勤務し（昭和 28 年９月１日に同社本社から同社Ｂ工場

に異動）、申立期間②に係る保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

    また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場に

おける昭和 29 年 12 月の社会保険事務所の記録から 8,000 円とすること

が妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、事業主は保険料を納付したかどうか不明としているが、仮

に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、

その後、被保険者標準報酬算定基礎届を提出する機会があったことにな

るが、いずれの機会においても、社会保険事務所が当該届出を記録して

いないとは通常の事務処理では考え難いことから、事業主から当該社会

保険事務所へ資格の取得等に係る届出は行われておらず、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 28 年９月から 29 年 11 月までの期

間に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間

②に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



千葉厚生年金 事案 2709 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格取得日

を昭和 42 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 2,000 円

とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年 12 月１日から 43 年１月１日まで 

    私は、Ｂ社に入社後、Ｂ社は昭和 41 年８月にＡ社と合併し、42 年 12

月の人事異動でＡ社Ｃ工場からＡ社本社Ｄ課に転勤し、平成 10 年１月

31 日に退職するまで、継続して勤務していた。その人事異動時の昭和

42 年 12 月１日から 43 年１月１日までの１か月間の厚生年金保険被保

険者記録が欠落しているので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＥ社（Ａ社の人事労務の請負会社）から提出さ

れた労働者名簿から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（Ａ社

Ｃ工場から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、申立人の供述により、昭和 42 年 12 月１日と

することが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における

昭和 43 年１月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000 円とす

ることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は、申立期間当時のことは不明と回答しており、これを

確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ



ざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格取得に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関係資料及び周辺事情が

ないことから、行ったとは認められない。



千葉厚生年金 事案 2710 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社Ｂ工場（現在は、Ｃ社Ｄ工場）における厚生年金保険被保

険者資格取得日は昭和 22 年 10 月１日、資格喪失日は 24 年１月１日であ

ると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録をそ

れぞれ訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 22 年 10 月から 23 年

７月までは 400 円、同年８月から同年 12 月までは 1,200 円とすることが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22 年 10 月１日から 24 年１月１日まで 

    私は、昭和 20 年１月 27 日にＡ社に入社し、62 年 12 月 12 日に退職

するまで、継続して同社に勤務し、その間厚生年金保険に加入していた

はずであるが、Ａ社Ｂ工場に勤務していた 20 年１月 27 日から 28 年６

月 30 日までのうち、22 年 10 月１日から 24 年１月１日までの厚生年金

保険被保険者記録が欠落しているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によると、申立人は昭和 20 年１月 27 日にＡ社Ｅ事業所

において厚生年金保険被保険者の資格を取得し、22 年 10 月１日に資格を

喪失し、24 年１月１日にＣ社Ｄ工場において当該資格を再取得し、62 年

12 月 12 日に当該資格を喪失していることが確認できる。 

   一方、申立期間における勤務実態について、Ｆ健康保険組合は、「当組

合の健康保険台帳によると、申立人は昭和 20 年１月 27 日に資格を取得し、

62 年 12 月 12 日に資格を喪失している。また、申立人が 22 年 10 月１日

付けでＡ社Ｂ工場からＡ社Ｇ店に転入した旨記載されている。」と回答し

ている。 

   また、Ｃ社保有の申立人に係る人事記録には、申立人が昭和 22 年９月

に採用され、Ａ社Ｂ工場に勤務し、28 年にＡ社Ｈ工場に異動した旨記載



されているところ、Ａ社Ｂ工場に昭和 19 年３月から 28 年６月までＩ（職

種）として勤務していたという元同僚は、「申立人は 20 年１月から 28 年

６月まで、Ｂ工場で私と二人でＩ（職種）として勤務していた。」と供述

しており、申立期間において申立人は、Ａ社Ｂ工場に継続して勤務してい

たことが確認できる。 

   他方、申立人が昭和 20 年１月 27 日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨記載されているＡ社Ｅ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿及び同年５月 10 日に当該資格を取得（ただし、当該取得日は同年

１月 27 日に訂正されている。）した旨記載されている同社Ｂ工場に係る

当該名簿には、資格喪失日が記載されておらず、年金事務所は、「申立人

の資格喪失日を確認できる資料は存在しない。」と回答している。 

   さらに、申立人がＡ社Ｅ事業所における資格取得時に付番された厚生年

金保険被保険者証の番号「＊」は、昭和 23 年８月１日に同社Ｊ工場にお

いて資格を取得している別人に訂正付番されており、当該番号が払い出さ

れた当時の被保険者台帳は保管されていない上、申立人が 24 年１月１日

に同社Ｋ工場で資格を取得した際に申立人に交付された厚生年金保険被保

険者証の番号「＊」の資格取得日が「昭和 24 年１月１日」と記された後、

申立人が同社Ｅ事業所で取得した番号「＊」の払出日である「20.１.27」

に訂正されていることから、社会保険事務所（当時）において、申立期間

当時の申立人の厚生年金保険の被保険者記録が適切に管理されていたとは

認め難い。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

事業主は、申立人が昭和 22 年 10 月１日に厚生年金保険被保険者資格を取

得し、24 年１月１日に喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったと認

められる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 22 年６月の

Ａ社Ｂ工場における健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録から同年

10 月から 23 年７月までは 400 円、同年８月から同年 12 月までは 1,200

円とすることが妥当である。



千葉厚生年金 事案 2711 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ事業所における厚生年金保険被保険者

の資格取得日は、平成３年４月１日であると認められることから、申立期

間に係る資格取得日の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月１日から同年４月 12 日まで 

    私は、平成３年４月１日付けでＡ社Ｄ事業所から同社Ｃ事業所へ異動

しているが、Ａ社に継続して勤務しており、同年４月１日から同年４月

12 日までの期間について、厚生年金保険被保険者期間とは認められな

いとの社会保険事務所（当時）からの回答に納得できないので、調査し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社から提出された在籍証明書、Ｅ健康保険組合から提出された資格証

明書及び雇用保険の加入記録から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤

務し（平成３年４月１日に同社Ｄ事業所から同社Ｃ事業所へ異動）、申立

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

   また、Ｂ社から提出された「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確

認及び標準報酬決定通知」の写しから、申立人のＡ社Ｃ事業所に係る資格

取得日が平成３年４月１日であることが確認でき、当該届出には管轄社会

保険事務所の同年４月 24 日付けの確認印が押されているところ、オンラ

イン記録上、当該資格取得の処理年月日は上記確認印の前日に行われ、資

格取得日が同年４月 12 日となっており、訂正及び取消処理は確認できな

いことから当該事務処理に誤りがあったと考えられる。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が主張する平成３年４月１日に厚

生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を事業主が社会保険事務所に

対して行ったことが認められる。



千葉厚生年金 事案 2712 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格喪失日に係る記録を昭和 40 年６月１日に訂正し、申立期間の標準

報酬月額を３万円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年５月１日から同年６月１日まで 

    私の夫は、昭和 35 年３月 28 日にＣ社（現在は、Ｄ社）に採用され、

各グループ企業に出向して継続して勤務していたにもかかわらず、40

年５月の厚生年金保険被保険者の記録が抜けており、その期間も厚生年

金保険に加入していたので調べてほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｄ社が提出した退職連絡簿及び事業所の回答から

判断すると、申立人は、Ａ社及び関連会社であるＥ社に継続して勤務し

（Ａ社からＥ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、異動日については、当時の事務担当者の供述から昭和 40 年６月

１日とすることが妥当である。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

40 年４月の社会保険事務所（当時）の記録から３万円とすることが妥当

である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、これを確認できる関連資料及び周辺



事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。



千葉厚生年金 事案 2713 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が昭和 43 年４月１日に厚生年金保険の資格を取得し、

44 年 10 月１日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行

ったことが認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資

格記録を訂正することが必要である。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、昭和 43 年４月から 44 年９

月までは２万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月１日から 44 年 10 月１日まで 

    私は、昭和 43 年４月１日から 50 年３月 28 日までＡ社に勤務してい

たが、その期間のうち同社Ｂ事業所で勤務していた申立期間が、厚生年

金保険の加入期間になっていない。同社が加入していた厚生年金基金か

ら年金が支給されているので企業年金連合会に確認したところ、入社日

は 43 年４月１日であり、基金の年金記録は、基金が設立された同年５

月１日より計算した金額で支給しているという回答なので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者とされていないことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及びＡ社が保管していた申立人の退職願において、

申立人が、当該事業所に昭和 43 年４月１日から継続して勤務していたこ

とが確認できる。 

   また、申立期間に当該事業所において厚生年金保険の加入記録がある同

期入社の複数の元同僚は、「申立人は昭和 43 年４月１日に入社し、Ａ社

Ｂ事業所で同社Ｃ事業所に異動するまで自分達と同じように勤務してい

た。」と証言している。 

   さらに、Ｄ厚生年金基金が保管する申立人に係るＤ厚生年金基金加入員

台帳には、申立人の入社日は昭和 43 年４月１日と記載されており、当該

基金の加入日は基金設立と同日の同年５月１日と記載されているところ、



当該基金は、「43 年５月以後の算定基礎届及び月額変更届は複写式だっ

たと思う。」と回答している上、Ａ社Ｂ事業所の申立人に係る厚生年金保

険被保険者原票では、「取消 43.７.８」と記載されており、資格取得の

取消しをうかがわせるが、厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿に取

消の記入がなく、申立人が所持する厚生年金保険被保険者証に記載された

資格取得日は、当該払出簿の記録どおり同年４月１日となっている。 

   加えて、申立人の上記厚生年金基金加入員台帳には、「44.10.1 異動原

因４」及び「同日付けで異動原因１」と記載されており昭和 44 年 10 月１

日をもって厚生年金基金の加入員資格を喪失及び取得したことが確認でき

る。 

   これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 43 年４月１日

にＡ社Ｂ事業所における厚生年金保険被保険者資格を取得し 44 年 10 月１

日に資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に対して行ったことが認め

られる。 

   なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 43 年４月の

Ｄ厚生年金基金加入員台帳の記録から２万円とすることが妥当である。



千葉厚生年金 事案 2714 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が

主張する標準報酬月額（62 万円）であったと認められることから、申立

期間の標準報酬月額の記録を 62 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13 年 10 月１日から 14 年 10 月１日まで 

    私は、平成９年９月８日から 19 年２月 20 日までＡ社（現在は、Ｂ

社）に継続して勤務していたが、その期間に給与が下がっていないにも

かかわらず 13 年 10 月から 14 年９月の標準報酬月額が 36 万円と記録さ

れていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、36 万

円と記録されているところ、Ｂ社から提出された管轄社会保険事務所長の

確認印のある健康保険厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書によると、

申立期間の標準報酬月額は、申立人が主張する 62 万円と記載されている

ことが確認できる。 

   また、当該事業所が加入するＣ厚生年金基金に申立人の加入記録及び標

準報酬月額を照会したところ、「申立人の申立期間の加入記録があり、申

立期間の標準給与の記録は 62 万円である。」と回答している上、当該事

業所が加入するＤ健康保険組合に同様の照会をしたところ、「申立人の申

立期間における標準報酬月額は 79 万円である。」と回答していることか

ら、事業主から提出された定時決定の届出について社会保険事務所におけ

る事務処理に過誤があったことがうかがえる。 

   これらを総合的に判断すると、事業主が社会保険事務所に届け出た標準

報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められることか

ら、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、62 万円に訂正することが

必要である。



千葉厚生年金 事案 2715 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年８月 31 日から同年 12 月１日ま

での期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日を同年 12 月

１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を 15 万円とすることが必要であ

る。 

   なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年８月 31 日から同年 12 月１日まで 

             ② 昭和 52 年 12 月１日から 53 年７月１日まで 

    私は、Ａ社に勤務していた昭和 48 年 12 月から 52 年 11 月末までの期

間のうち、同年８月 31 日から同年 12 月１日までの期間及びその後に勤

務したＢ社における同年 12 月１日から 53 年７月１日までの期間につい

て、厚生年金保険の加入記録が無いので調査して記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、元同僚の証言及び申立人から提出

された申立期間①に係るＡ社発行の給料支払明細書により、申立人が申

立期間①において当該事業所に継続して勤務し、申立期間①に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

    なお、申立期間①の標準報酬月額については、当該給料支払明細書に

おける保険料の控除金額から 15 万円とすることが妥当である。 

    なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否か

については、当該事業所は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなって

おり、当時の事業主の妻は、当該事業所に係る書類はすべて処分してい

るため、当時の状況については不明と回答しており、これを確認できる

関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得



ない。 

    また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事

務所（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連

資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  ２ 申立期間②については、元同僚の証言から、申立人は、Ｂ社に勤務し

ていたことは確認できる。 

    しかしながら、当該事業所は、オンライン記録において適用事業所と

して確認できない上、申立人は「申立期間②当時は、当該事業所の従業

員は代表取締役を含めて３人のみであった。」と供述しており、当該事

業所の経理事務を担当していた元同僚は、「申立期間②当時は、当社は

従業員が５人未満であったので、厚生年金保険の非適用事業所であっ

た。」と証言していることから、当該事業所は申立期間当時、厚生年金

保険法において、適用を受ける必要が無い事業所であったと推認できる。 

    また、申立期間②当時の事業主及び取締役は既に死亡していることか

ら、申立人の申立期間における厚生年金保険の適用状況について証言を

得ることができない。 

    これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



千葉国民年金 事案 2984 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和56年４月から62年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 56 年４月から 62 年６月まで 

    私の国民年金については、申立期間当時、両親がＡ市役所で加入手続

を行い、金融機関等で国民年金保険料を納付してくれていた。申立期間

の一部の保険料をさかのぼって納付したと母から聞いた記憶がある。申

立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間当時、両親が国民年金の加入手続を行ってくれたと

主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、その前後の被保

険者の納付日等から平成元年８月ごろに払い出され、同時期に加入手続が

行われたものと推認されることから、申立人の申立期間当時、国民年金の

加入手続を行ったとする主張と相違する上、手帳記号番号の払出時点にお

いて、申立期間は時効により国民年金保険料を納付することができない期

間である。 

   また、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

加入手続等を行ったとする申立人の両親は、記憶が定かではなく、加入手

続の時期及び保険料の納付状況は不明である。 

   さらに、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結

果、申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事

情は見当たらない。 

   加えて、申立人は、申立期間の一部の保険料をさかのぼって納付したと

母から聞いた記憶があると述べているところ、オンライン記録によると、

申立期間直後の昭和 62 年７月から 63 年３月までの保険料を過年度納付し

ていることが確認でき、ほかにさかのぼって保険料を納付した期間は見当



たらないことから、申立人がその母から聞いたとする納付についての記憶

は、国民年金の加入手続を行った平成元年８月ごろに当該期間の保険料を

さかのぼって納付したときの記憶であると考えても特段不自然ではない。 

   このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2985 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53年２月から 55年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年２月から 55 年 11 月まで 

    私は常々、年金は 480 か月掛けなければならないと思ってきた。60 歳

になったとき、社会保険事務所（当時）で自分の国民年金保険料の納付

月数を聞いたところ、未納月があるため 480 か月に達しないと言われ、

60 歳から 65 歳までの保険料を納付したが、申立期間については、昭和

53 年に会社を退職後、国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してい

たはずなので未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年に会社を退職後、国民年金の加入手続を行ったと主

張しているが、申立人が所持する年金手帳の｢国民年金の記録（１）｣欄の

記載から、55 年 12 月５日に任意加入していることが確認でき、任意加入

被保険者については、任意加入の申出をした日に被保険者資格を取得する

ことから、53 年に加入手続を行ったとする主張と相違する上、当該任意加

入日はオンライン記録とも一致することから、加入日以前の期間である申

立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付

することはできない期間である。 

   また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2986 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年 12月から 53年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年 12 月から 53 年６月まで 

    私は、昭和 55 年ごろに国民年金の加入手続を行い、それまで未納であ

った 49 年 12 月から 53 年６月までの国民年金保険料を、Ａ区にある郵便

局において特例納付で一括納付した。その当時、郵便局の窓口でかなり

の金額を納付した場景を今でもはっきりと記憶しており、申立期間が未

納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 55 年ごろに国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民

年金保険料を特例納付したと申述しているが、申立人の国民年金手帳記号

番号は、申立人の手帳記号番号の前後の任意加入者の資格取得日から 55

年７月ごろに払い出され、同時期、加入手続を行ったことが推認できると

ころ、申立人が加入手続を行った時点においては、既に特例納付制度の実

施期間は終了しており、申立人が申立期間の保険料を特例納付したとは考

え難い。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2987 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年８月から４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年８月から４年３月まで 

    私は、20 歳になったとき学生であったので、母が私と兄の国民年金の

加入手続をして国民年金保険料を納付してくれていたのに、申立期間が

未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になったときにその母が国民年金の加入手続を行ったと

主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の前後の

第３号被保険者の該当処理日から、平成４年４月以降に払い出され、同時

期に加入手続を行ったことが推認されることから、20 歳になったときに加

入手続を行ったとする主張と相違している。 

   また、申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関与し

ておらず、関与したとする申立人の母は申立期間の保険料を納付した場所、

時期及び金額などについて記憶が定かでないことから、申立期間に係る保

険料の納付状況が不明である。 

   さらに、申立期間の保険料については、申立人の手帳記号番号の払出時

期から、現年度及び過年度納付が可能とされるところ、オンライン記録に

よると、申立人は、平成４年４月から８年３月までの期間において保険料

の免除申請を行っていることが確認できることを踏まえると、申立期間の

保険料を納付したとは考え難い。 

   加えて、申立人の母が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2988 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年５月から 56年３月までの期間及び 58年１月から同年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認める

ことはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年５月から 56 年３月まで 

             ② 昭和 58 年１月から同年３月まで 

    私が 20 歳になったとき、実家の母が私の国民年金の加入手続を行い、

母が家族５人分の国民年金保険料をまとめて町内会の集金人に納付して

いた。申立期間については、私以外の家族４人の保険料は納付済みとな

っているのに、私だけが未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 54 年５月に申立人の母が申立人の国民年金の加入手続を

行ったと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年

金手帳記号番号払出簿から、56 年９月７日に払い出されていることが確認

でき、同時期に加入手続を行っていることが推認されることから、54 年５

月に国民年金の加入手続を行ったとする申立人の主張と相違する上、国民

年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別

の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

   また、申立期間①については、申立人は、国民年金の加入手続及び国民

年金保険料の納付に関与していないため、申立人の家族に聞き取り調査を

行ったが、国民年金の加入手続及び保険料の納付状況について具体的な供

述を得ることができない上、申立人は、申立人の母が申立期間①の保険料

を町内会の集金人に納付していたと申述しているところ、申立人の国民年

金手帳記号番号は、昭和 56 年９月７日に払い出されていることから、払出

時点において申立期間①の保険料は過年度保険料となり、現年度保険料以



外の保険料を集金人が収納していたとは考え難く、申述内容には不自然さ

が見受けられる。 

   さらに、申立期間②についても、申立人は、申立人の母が申立人を含む

家族５人分の保険料をまとめて納付していたと申述しているところ、オン

ライン記録によると、申立人を除くほかの４人も申立人と同様に当該期間

の保険料が未納となっていることが確認でき、申立期間②の保険料を納付

したことがうかがえない。 

   加えて、申立人が申立期間①及び②の保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2989 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年８月から４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年８月から４年３月まで 

    私は、20 歳になったとき学生であったので、母が私と弟の国民年金の

加入手続をして国民年金保険料を納付してくれていたのに、申立期間が

未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、20 歳になったときにその母が国民年金の加入手続を行ったと

主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の前後の

第３号被保険者の該当処理日から、平成４年４月以降に払い出され、同時

期に加入手続を行ったことが推認されることから、20 歳になったときに加

入手続を行ったとする主張と相違している。 

   また、申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に関与し

ておらず、関与したとする申立人の母は申立期間の保険料を納付した場所、

時期、金額などについて記憶が定かでないことから、申立期間に係る保険

料の納付状況が不明である。 

   さらに、申立期間の保険料については、申立人の手帳記号番号の払出時

期から、現年度及び過年度納付が可能とされるところ、オンライン記録に

よると、申立人は、平成４年４月から８年３月までの期間において保険料

の免除申請を行っていることが確認できることを踏まえると、申立期間の

保険料を納付したとは考え難い。 

   加えて、申立人の母が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2990 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成７年３月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年３月から同年 12 月まで 

    私は、会社を退職した後は国民年金に加入する必要があるということ

を聞いていたので、Ａ区役所において国民年金の加入手続と国民年金保

険料の納付を行った。申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成７年３月に会社を退職し、Ａ区役所で国民年金の加入手

続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したと申述しているが、申立

期間は基礎年金番号制度導入前であり、国民年金の加入時において、国民

年金手帳記号番号が払い出されるところ、オンラインシステムによる氏名

検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、

申立人に手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当

たらない。 

   また、オンライン記録によると、平成９年１月に施行された基礎年金番

号により管理された申立人の国民年金記録において、８年１月 16 日以降の

資格記録が 10 年１月 28 日に追加処理されていることが確認でき、申立期

間に係る資格の取得及び喪失は申立期間後に勤務した会社を退職した９年

11 月以降に行われたと推認されることから、同年 11 月の退職後、速やか

に加入手続を行ったとしても、その時点において申立期間の過半は時効に

より保険料を納付することができない期間である。 

   さらに、申立人は、申立期間の保険料の納付について記憶が明確でない

上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこと

を示す周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2991 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和40年８月から同年12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年８月から同年 12 月まで 

    私の夫が昭和 40 年８月に会社を退職したので、妻である私が市役所で

国民健康保険の加入手続を行った際、職員から国民年金にも加入するよ

うにと指導され、夫婦一緒に国民年金の加入手続を行った。国民健康保

険料と国民年金保険料を納めることは大変であったが、私が納付した。

申立期間について未加入とされていることは納得できない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の妻は、申立人が会社を退職したときに、自身が夫婦二人の国民

年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したと主張しているところ、

保険料については、国民年金の加入時に国民年金手帳記号番号の払出しを

受け、手帳記号番号に基づき納付することとされているが、国民年金手帳

記号番号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、申立

期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付することが

できない期間である。 

   また、オンライン記録によると、夫婦一緒に加入手続を行ったとする申

立人の妻も、申立期間は国民年金に未加入の期間となっており、申立人の

妻は、申立期間に係る保険料の納付方法等について記憶が定かでないこと

から保険料の納付状況が不明であり、申立期間の保険料を納付したことが

うかがえない。 

   さらに、申立人の妻が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連



資料（家計簿、確定申告書等）は無く､ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2992 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和44年６月から53年６月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年６月から 53 年６月まで 

    私は、昭和 53 年６月に夫が亡くなった際、知人が一緒についてきてく

れて市役所でいろいろな手続を行ったが、そのときに、厚生年金保険被

保険者期間に国民年金保険料を 10 年近く納付していたことが分かった。

年金事務所からは、その期間についての国民年金保険料を還付してある

との説明を受けたが、10 万円という大きな金額を受け取ったのであれば

覚えているはずなのに、受け取った記憶は無いので還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間であったが

国民年金保険料を納付しており、その期間の国民年金保険料の還付を受け

ていないと主張しているところ、特殊台帳によると、申立人が申立期間の

国民年金保険料を納付したこと、及び同期間の保険料が昭和 53 年８月 17

日に還付決定された記載が確認できる。 

   また、オンライン記録によると、申立人は、申立期間については厚生年

金保険に加入しており、被用者年金各法の被保険者は、国民年金の被保険

者となることはできず、申立期間は国民年金保険料の納付済期間とするこ

とはできないことから、当該事由により申立期間の保険料が還付されてい

るものと推認され、特殊台帳には、還付期間、還付金額及び還付決定日が

記載されており、当該記載内容に不合理な点は無く、ほかに申立人に対す

る保険料の還付を疑わせる事情は見当たらず、行政側の事務処理に不適切

な点も見受けられない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないもの

と認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2993 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年 11 月から 63 年３月までの期間及び平成 13 年４月か

ら同年５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年 11 月から 63 年３月まで 

             ② 平成 13 年４月から同年５月まで 

    私は、20 歳のときはまだ社会人ではなかったが、親に勧められて昭和

58 年 11 月ごろにＡ県Ｂ市役所で国民年金の加入手続を行い、その後 63

年３月まで、同市役所の窓口で納付書に現金を添えて国民年金保険料を

納付していた。また、平成 13 年４月及び同年５月についても国民年金の

加入手続をして保険料を納付していたのに、未納とされていることは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人の所持する年金手帳には申立期間①に

係る国民年金の被保険者資格について昭和 58 年 11 月 23 日に資格取得、

63 年４月１日に資格喪失と記載されているが、同手帳に記載されている

国民年金の記号番号の前後の番号の第３号被保険者の該当処理日から、

申立人の国民年金の加入手続は平成７年４月ごろＢ市役所で行われたと

推認され、この時点では、申立期間①は時効により国民年金保険料を納

付することはできない期間である。 

    また、オンライン記録には、申立人の国民年金の被保険者資格の取得

年月日は平成７年４月１日と記録されており、申立期間①は国民年金に

未加入の期間であり、制度上、保険料を納付することはできない期間で

ある。 

    さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番

号払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手



帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

    加えて、申立期間①は 53 か月と長期間であり、保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立人は加入手続及

び保険料の納付状況の記憶が曖昧
あいまい

なため、申立期間①の納付状況等は不

明である。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人は厚生年金保険の被保険者資格を喪失

後、国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付したと主張して

いるところ、加入手続の時期及び保険料の納付額を明確に記憶していな

いため、納付状況等が不明である上、保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は見当たらない。 

    また、オンライン記録によれば、平成 13 年 12 月 20 日に「未加入期間

国年適用勧奨」の勧奨関連対象者一覧が作成され、申立人に国民年金の

加入についての最終勧奨が行われた記録が確認できることから、同日ま

で、申立期間②は国民年金に未加入の期間であったことが推認され、申

立人の妻の申立期間②に係る第３号被保険者の非該当及び該当処理が

14 年１月及び同年２月に行われていることから、同時期において申立人

及びその妻の国民年金の手続が行われたと推認される上、申立期間②に

ついては申立人の妻も未納である。 

    さらに、申立期間②は平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であ

り、年金記録事務処理の機械化が促進されており、記録漏れ、記録誤り

等が生じる可能性は少ない。 

 

  ３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的

に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたもの

と認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2994 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和47年８月から55年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年８月から 55 年４月まで 

    私は 20 歳のころ大学生で父の扶養家族であったが、父がＡ町役場で国

民年金の加入手続をして、国民年金保険料を納付してくれた。申立期間

当時、保険料は自治会の役員が地域単位で集金して、区長が同町役場に

納めていた。父が亡くなった後は、兄が引き継いで平成元年まで保険料

を納めていたと聞いている。申立期間の保険料は納付していたはずであ

り、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ町の保管する国民年金被保険者名簿には、申立人の国民年金の加入手

続は昭和 58 年１月 20 日に行われ、このとき、厚生年金保険の被保険者資

格を喪失した 57 年２月１日に 遡
さかのぼ

って国民年金の被保険者資格を取得し

たことが記録されていることから、申立期間は国民年金に未加入の期間で

あり、制度上、国民年金保険料を納付することはできない期間である。 

   また、申立人は申立期間の保険料の納付に関与しておらず、申立人の国

民年金の加入手続及び保険料の納付を行ったとする申立人の父は既に亡く

なっているため納付状況等が不明であり、その父から引き継いで平成元年

まで保険料を納付したとする申立人の兄も申立期間の一部に未加入の期間

がある上、申立期間当時の納付状況について詳しいことはよく分からない

と述べている。 

   さらに、申立期間は 93 か月と長期間であり、申立期間の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2995 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から４年３月までの国民年金保険料については、

保険料を免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年４月から４年３月まで 

    私は、申立期間当時、専門学校の学生だったので、国民年金のことは

母に任せており、母が国民年金保険料の全額免除申請をしていたはずで

あり、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳に記載されている国民年金の記号番号の前後

の国民年金被保険者のオンライン記録から、申立人の国民年金の加入手続

は平成４年８月ごろに行われたと推認され、この時点を基準にすると、申

立期間に係る平成３年度の免除申請を 遡
さかのぼ

って行うことは、制度上できな

い。 

   また、申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の免除申請手続

に関与しておらず、申立人の国民年金の加入手続及び免除申請手続を行っ

たとする申立人の母は、当該手続について記憶が明確ではないため、申立

期間に係る免除申請の手続状況は不明である。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムの縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号番

号の払出しは確認できない上、申立人が申立期間の保険料が免除されてい

たことを示す関連資料（保険料免除申請書控等）は無く、ほかに申立期間

の保険料が免除されていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと

認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2996 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成元年６月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年６月から３年３月まで 

    私は、申立期間当時は学生であり、国民年金保険料の納付義務は無い

と思っていたが、市役所から保険料の振込用紙が送られてきたので、平

成元年 12 月ごろに母が国民年金の加入手続を行い、保険料は集金担当者

が自宅を訪問したときに母が現金で納付していたのに、申立期間が未加

入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の母が平成元年 12 月ごろに申立人の国民年金の加入手

続を行い、申立期間の国民年金保険料を集金人に納付していたと主張して

いるところ、申立人の所持する年金手帳に記載されている国民年金の記号

番号の前後の被保険者の資格記録から、申立人の国民年金の加入手続は３

年４月以降に行われたと推認され、同手帳に「初めて上記被保険者となっ

た日」が３年４月１日と記入されており、Ａ市の保管する申立人の国民年

金被保険者名簿の記録及びオンライン記録とも一致していることから、申

立期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、保険料を納付すること

はできない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は保険料の納付に関与しておらず、申立人の保険料を納

付したとする申立人の母は加入手続を行った時期及び保険料の納付につい

て具体的に記憶していないため、申立期間の納付状況等は不明である。 

   加えて、申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、



確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2997 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和54年４月から60年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年４月から 60 年３月まで 

    私は、昭和 53 年５月に結婚してから何度か住所変更したが、その都度、

国民年金の届けを出し、納付書が送られてきたので夫の保険料と一緒に

納付してきた。57 年当時、Ａ市Ｂに転居したとき大量の納付書が送られ

てきて、まとめて保険料を納付した覚えがある。申立期間の保険料は納

付したはずであり、未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間については、申立人は昭和 54 年ごろにＣ市、56 年ごろにＤ市

に転居したが、当時、各市役所で国民年金の住所変更手続を行う必要があ

ったとは認識していなかったと申立人は述べており、申立人の所持する国

民年金手帳にも、申立期間について当該市町村で国民年金に係る住所変更

の手続を行った記載は無い。 

   また、申立期間は 72 か月と長期間であり、申立期間に係る国民年金保険

料の納付方法、納付金額等について申立人の記憶は曖昧
あいまい

であり、一緒に保

険料を納付したとする申立人の夫も申立期間については未納である。 

   さらに、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号

払出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 2998 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、

還付されていないものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年 7 月から同年９月まで 

    私は、申立期間の国民年金保険料を納付した領収証書を所持しており、

この期間は厚生年金保険に加入していたため、国民年金保険料が還付さ

ることになるが還付された記憶は無く、母に聞いても保険料の還付通知

は見ていないと言っているので、申立期間の保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する領収証書により、申立人が申立期間の国民年金保険料

を納付していたことは確認できるが、申立期間は、厚生年金保険の加入期

間であり、重複納付期間となるため、申立期間の国民年金保険料が還付さ

れることに不自然さはみられない。 

   また、申立人の特殊台帳及びＡ県Ｂ市の保管する国民年金被保険者名簿

に、保険料の還付期間、還付金額など還付処理されたことが明確に記載さ

れており、この記載内容に不合理な点は無く、ほかに申立人に対する保険

料の還付を疑わせる事実も見当たらない。 

   さらに、申立人から聴取しても、保険料が還付された記憶が無いという

以外に保険料が還付されていないことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を還付されていないもの

と認めることはできない。



千葉国民年金 事案 2999 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年４月から 10 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月から 10 年１月まで 

    私は、今まで何度か転職を繰り返してきたが、会社を退職して次の会

社に就職するまでの期間は、その都度国民年金の加入手続をし、国民年

金保険料を納付してきた。申立期間以外の期間は納付済みとされている

のに、申立期間のみが未加入とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の所持する年金手帳には、平成７年４月１日に国民年金の被保険

者資格を取得し、８年４月２日に資格を喪失後、13 年８月 22 日に再取得

したことが記載されており、オンライン記録とも一致することから、申立

期間は国民年金に未加入の期間であり、制度上、国民年金保険料を納付す

ることはできない期間である。 

   また、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払

出簿検索システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立期間は平成９年１月の基礎年金番号導入後の期間であり、

年金記録管理業務のオンライン化、電算による納付書作成、領収済通知書

の光学式文字読取機による入力等、事務処理の機械化が進んでおり、記録

漏れ、記録誤り等が生じる可能性は少ない。 

   加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 3000 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年９月から 56 年 12 月までの期間、57 年１月から 58 年

３月までの期間、同年４月から同年６月までの期間、同年７月から同年９

月までの期間及び同年 10 月から 61 年３月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 55 年９月から 56 年 12 月まで 

             ② 昭和 57 年１月から 58 年３月まで 

             ③ 昭和 58 年４月から同年６月まで 

             ④ 昭和 58 年７月から同年９月まで 

             ⑤ 昭和 58 年 10 月から 61 年３月まで 

    私は、申立期間①については、Ａ市からＢ市に転居した昭和 55 年９月

に国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料は主にＢ市Ｃにあった金

融機関で納付していたので、未加入とされていることは納得できない。 

    申立期間②については、Ｄ市に転居した昭和 57 年１月に国民年金の住

所変更手続を行い、保険料は主にＥ（地名）にあった金融機関で納付し

ていたので、未加入とされていることは納得できない。 

    申立期間③については、Ｆ社Ｇ支社に勤務しており、厚生年金保険に

加入していたので、納付期限の昭和 58 年７月末までに納付した国民年金

保険料は二重払いであるから還付してもらいたい。 

    申立期間④については、私の年金記録では、厚生年金保険の被保険者

期間とされているが、私がＦ社Ｇ支社において厚生年金保険に加入して

いたのは昭和 58 年４月から同年６月までの３か月間であり、申立期間④

については国民年金保険料を納付していたので、納付記録を訂正しても

らいたい。 

    申立期間⑤については、保険料は主にＥ（地名）にあった金融機関で

納付していたので、未加入とされていることは納得できない。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 55 年９月に国民年金の加入手続を行ったと主張している

ところ、申立人が所持する年金手帳の「国民年金の記録（１）」欄には、52

年８月１日に国民年金の被保険者資格を喪失したことが記載され、その後

61 年４月１日に第３号被保険者として資格を取得するまでの申立期間①、

②、③、④及び⑤において国民年金の資格取得手続を行ったことは記載さ

れておらず、55 年９月に加入手続を行ったことがうかがえない。 

   また、年金手帳に記載された資格記録は、オンライン記録と一致してい

ることから、申立期間①、②、③、④及び⑤は国民年金に未加入の期間で

あり、制度上、国民年金保険料を納付することができない期間である上、

オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検索

システムによる縦覧調査の結果、申立人に別の手帳記号番号が払い出され

ていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   なお、申立期間③については、申立人はＦ社Ｇ支社に勤務し、厚生年金

保険に加入していたとして、同期間に納付したとする国民年金保険料の還

付を求めているが、Ｆ社から提出された、申立人に係る「厚生年金保険被

保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」及び「健康保険厚生年金

保険被保険者資格喪失確認通知書」によれば、申立人は同社Ｇ支社におい

て昭和 58 年７月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年 10 月

30 日に資格を喪失していることが確認でき、申立期間③は厚生年金保険の

被保険者期間ではないこと、及び国民年金に未加入であることから、当該

期間に係る各保険料の納付は考えられない。 

   さらに、申立期間④については、Ｆ社Ｇ支社における厚生年金保険の加

入期間であり、国民年金には未加入の期間であることから、国民年金と厚

生年金保険の重複期間であったとは認められない。 

   このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情等を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。



千葉国民年金 事案 3001（事案 364 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 40年 10月から 46年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年 10 月から 46 年３月まで 

    私は、昭和 46 年ごろと 49 年ごろに特例納付制度を利用して、Ａ市役

所で申立期間の国民年金保険料をさかのぼって納付したのに、この期間

が未納とされていることは納得できない。現在所持している国民年金手

帳をもらう前に、もう一冊別の国民年金手帳を所持していたので、その

年金手帳についても調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、申立人は、現年度納付、過年度納付

及び特例納付を併用して申立期間の国民年金保険料を納付したと主張して

いるが、ⅰ）申立人の申立期間当時の記憶は曖昧
あいまい

であり、主張には客観性

が乏しいこと、ⅱ）申立人が昭和 46 年と、49 年又は 50 年の２回行ったと

主張する特例納付の状況についても、納付対象月数、納付金額などの記憶

が無く、具体性に欠けることなどを理由として、既に当委員会の決定に基

づき平成 20 年７月 15 日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が

行われている。 

   今回、申立人は、現在所持している国民年金手帳とは、別の国民年金手

帳を所持していたことがあったと主張しているところ、国民年金手帳記号

番号の払出しについて、オンラインシステムによる氏名検索及び国民年金

手帳記号番号払出簿検索システムにより縦覧調査した結果、申立人に別の

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人からは、申立期間の保険料を納付していたことを示す新た

な資料の提出は無く、当初の申立てと同主旨の主張であるため、これは当

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに

当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



千葉厚生年金 事案 2716 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44 年８月１日から 45 年８月 17 日まで 

    私は、昭和 44 年８月にＡ社に入社し、45 年８月まで勤務した。同社

はＢ市にあるＣ駅の裏にあり、住んでいたＤ市から会社まで送迎バスで

通勤した。この期間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているので、

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出された写真「入社記念 45.３」の写しにより、申立人

は、勤務期間は特定できないものの、申立期間にＡ社に勤務していたこと

は推認できる。 

   しかし、Ａ社の事業主は、「当社は、７年前から休業しており、申立期

間当時の関係資料は無く、当時の社長は高齢で申立期間当時のことは覚え

ていない。」と回答している。 

   また、申立人が氏名を挙げた元同僚９名のうち、連絡の取れた４名及び

当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に被保険者資格を有する者のうち、連絡の取れた２名の計６名のうち申立

人を記憶していた２名からは、申立人の勤務実態について具体的な供述を

得ることができない。 

   さらに、当時、厚生年金保険事務を担当していた元同僚は、「厚生年金

保険に加入していた人と加入していない人がいたが、その加入基準は分か

らない。」と供述していることから、申立人の厚生年金保険の加入実態に

ついて確認することができない。 

   さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において

申立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2717 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年１月１日から 41 年１月１日まで 

    私は、昭和 40 年１月から 41 年６月末までＡ事業所Ｂ支部に勤務した

のに、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無いことは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の証言により、申立人が、申立期間にＡ事業所Ｂ支部に勤

務していたことは推認できる。 

   しかし、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人が自分よりも先に入社している者として氏名を挙げた元同僚２名は、

申立人と同日の昭和 41 年１月１日に資格取得している上、申立人と同日

に資格取得した 27 名のうち、所在が確認できた 17 名に照会した結果、回

答のあった 14 名は、いずれも資格取得日以前から当該事業所に勤務して

いたと供述している。 

   これらのことから判断すると、当該事業所では、従業員を入社と同時に

厚生年金保険に加入させる取扱いではなく、入社してから、一定期間経過

後にまとめて厚生年金保険に加入させていたことがうかがえる。 

   また、当該事業所に係る健康保健厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2718 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24 年４月 20 日から 30 年１月１日まで 

    私は、昭和 24 年４月にＡ社に入社し、30 年に結婚するまで勤務して

いた。この間の厚生年金保険の被保険者記録が欠落しているので、被保

険者期間として認めて欲しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の当時の同僚の証言により、申立人は、勤務期間は特定できないも

のの、Ａ社に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、申立人が同じ仕事をしていたとして氏名を挙げた元同僚は、当

該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同様に

記録が無い上、既に死亡しており、当時の事業主も連絡先が不明であるこ

とから、申立期間当時の勤務実態について確認できない。 

   また、申立人のことを記憶していた上記元同僚からは、厚生年金保険の

加入状況等について具体的な証言を得ることはできない。 

   さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において

申立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2719 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年７月 30 日から同年８月１日まで 

    私は、Ａ社(現在は、Ｂ社)に平成６年７月１日に入社し、７年７月

31 日まで派遣社員として勤務した。同年７月末日まで勤務したにもか

かわらず、厚生年金保険の資格喪失日が同年７月 30 日となっているこ

とは納得できないので、資格喪失日を同年８月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録及び申立人の派遣先の会社の元同僚の証言により、

申立人は、平成７年７月 30 日までＡ社に勤務していたことが確認できる。 

   しかし、Ｂ社は、申立人が申立期間に在籍していないとして、同社が保

管する健康保険厚生年金保険資格喪失確認通知書（平成７年７月 29 日付

け）の写しを提出しており、当該通知書によると、申立人は、事業主によ

り同年７月 15 日に資格喪失した旨の届出が行われ、管轄の社会保険事務

所（当時）が同年７月 31 日付けで受け付けていることが確認できる。 

   さらに、Ｂ社が加入するＣ健康保険組合は、「申立人の資格喪失日は、

平成７年７月 15 日に間違いない。健康保険証も同年７月 28 日に回収して

おり、同年７月の健康保険料は、納付されていない。」と回答している。 

   なお、オンライン記録によると、申立人に係る資格喪失日は、平成７年

８月１日付けで同年７月 15 日と記録された後、同年８月８日付けで同年

７月 30 日に訂正されているところ、管轄の年金事務所では、「申立人の

資格喪失日が同年７月 15 日から同年７月 30 日に訂正されていることにつ

いて、その原因は不明である。事業主の届出がなければ訂正する理由はな

い。」と回答しているが、事業主は、「当該訂正届に係る書類は保存され

ていないことから不明である。」と回答している。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2720 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年９月１日から 36 年２月７日まで 

    私は、昭和 32 年ごろ、新聞広告で求人情報を見て、Ａ区Ｂにあった

Ｃ社に入社し、年月は定かではないが３年以上勤務した。その期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人はＣ社の所在地及び事業主の氏名を記憶していることから、勤務

期間は特定できないものの、当該事業所に勤務していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録によれば、当該事業所は、昭和 28 年９月１日

に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立期間は適用事業所で

なくなった後の期間である。 

   また、Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、同社が厚

生年金保険の適用事業所でなくなった昭和 28 年９月１日に資格を喪失し

ている元同僚３名のうち、所在が確認できた１名は、「私は、33 年５月

ころまで勤務していたが、28 年９月以降の厚生年金保険の取扱い及び厚

生年金保険料の控除については、覚えていない。」と供述している。 

   さらに、当該事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所でなくなってお

り、関係資料が保存されていない上、事業主の所在も確認できないことか

ら、申立期間当時の保険料の控除について確認できない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2721 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年１月から 35 年３月 26 日まで 

             ② 昭和 39 年 11 月 21 日から 43 年９月１日まで 

    私は、昭和 34 年１月から 36 年８月末日までＡ区ＢにあったＣ社に勤

めたが、入社した時から 35 年３月 26 日までの厚生年金保険の被保険者

記録が欠落している。また、37 年２月から 44 年２月までＤ区Ｅにあっ

たＦ（業種）のＧ社に勤務したが、39 年 11 月から 43 年８月までの厚

生年金保険の被保険者記録が欠落しているので、それぞれ訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人は、当時の元同僚を覚えていないため、

Ｃ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間①に

被保険者資格を有する 17 名のうち、所在が確認できた６名に照会した

結果、回答のあった５名のうち、申立人を覚えていた２名からは、申立

人の勤務期間について具体的な供述を得ることができず、申立期間①当

時の勤務実態について確認できない。 

    また、当時の事業主の長男は、「当時の資料を保管しておらず、申立

人の勤務実態は不明である。」と回答している。 

    さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人は、昭和 35 年３月 26 日に資格を取得し、36 年９月１日に

資格を喪失していることが確認でき、申立期間①に申立人の氏名は無く、

健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



 

  ２ 申立期間②については、雇用保険の加入記録により、申立人は、申立

期間②のうち、昭和 42 年９月８日から 43 年９月１日までの間は、Ｇ社

に勤務していたことが確認できる。 

    しかし、申立人は、当時の元同僚の氏名を覚えていないため、当該事

業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間②に

被保険者資格を有する 21 名のうち、所在が確認できた７名に照会した

結果、回答のあった４名のうち１名は、「私は昭和 39 年３月に入社し

たが、申立人は、その８か月後にいったん辞め、再度入社した。」と供

述しているところ、申立人が当該事業所における被保険者資格を 39 年

11 月 21 日に一旦喪失していることと符合する。 

    また、当時の事業主の長男は、「私は、昭和 35 年２月から勤務して

いるが、申立人のことは覚えていない。当社は、62 年ごろＦ（業種）

を廃業し、Ｈ（業種）に業態を変更しており、当時の資料は一切残って

いない。」と回答していることから、申立期間②当時の保険料の控除に

ついて確認できない。 

    さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て、申立人は、昭和 39 年 11 月 21 日に資格を喪失し、43 年９月１日に

資格を再取得していることが確認でき､申立期間②に申立人の氏名は無

く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2722 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年４月１日から同年９月 24 日まで 

             ② 昭和 31 年３月１日から同年９月 29 日まで 

             ③ 昭和 32 年２月１日から同年３月 31 日まで 

             ④ 昭和 32 年４月１日から 41 年 12 月 26 日まで 

             ⑤ 昭和 41 年 12 月 29 日から 42 年６月 21 日まで 

    私は、Ａ社Ｂ工場及び同社Ｃ工場に勤務していた期間について脱退手

当金が支給済みとされているが、受給した記憶は無いので確認してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金が支給さ

れていることを意味する「脱」の表示がされているとともに、申立期間の

脱退手当金は、申立期間に係る資格喪失日から約５か月後の昭和 42 年 11

月 16 日に支給決定されているほか、厚生年金保険被保険者台帳には脱退

手当金の算定のために必要となる標準報酬月額を、社会保険庁（当時）か

ら脱退手当金を裁定した社会保険事務所（当時）へ回答したことが記録さ

れているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

   また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2723（事案 1484 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 12 月 31 日から 32 年１月５日まで 

             ② 昭和 35 年５月から 36 年３月まで 

    私は、昭和 31 年５月 11 日から 32 年４月１日まで、Ａ社Ｂ事業所に

臨時職員として勤務したが、31 年 12 月 31 日から 32 年１月５日まで厚

生年金保険の加入記録が無い。 

    また、昭和 35 年５月から 36 年３月まで同社に勤務したが、厚生年金

保険の記録がすべて無い。当初の訂正不要の通知を受けた後、ねんきん

定期便が届いたのでもう一度調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①については、申立人の勤務実態について具体的な証言を得

ることができず、Ａ社Ｂ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿において、申立人と同様に昭和 31 年 12 月 31 日に被保険者資格を喪

失している元同僚が複数人確認できるとして、既に当委員会の決定に基

づき平成 22 年１月 21 日付けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が

行われている。 

    申立人は、昭和 31 年５月 11 日から 32 年４月１日までＡ社Ｂ事業所

（現在は、Ａ社が承継していることが新たに判明した。）の臨時職員と

して１年契約で就職したと主張しているが、今回新たに判明した、当該

事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人と同

様、31 年 12 月 31 日に資格を喪失し、32 年１月５日に資格を再取得し

ている元同僚に対し、申立人の勤務実態について照会したところ、「申

立人のことは覚えているが、勤務期間までは覚えていない。」と証言し

ているから、申立人が当該事業所に勤務していたことは認められるもの



の、勤務期間を特定することはできない。 

    また、Ａ社の回答書及び当該事業所に係る退職者リストから、申立人

は昭和 31 年５月 11 日にＣ（職種）として採用され、同年 12 月 30 日に

「期間満了」を理由に退職しており、32 年１月５日に再びＣ（職種）

として採用され、同年３月 31 日に前記と同理由により退職しているこ

とが確認できるほか、当該事業所は、「申立人が申立期間①において在

籍していた事実は無く、申立てどおりの厚生年金保険の届出も行ってお

らず、厚生年金保険料も納付していない。」と回答している。 

    このほか、申立人の申立期間①における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②については、申立人と同時期に被保険者資格を取得してい

る元同僚に対し照会を行ったものの、申立人を記憶している者はおらず、

勤務実態が不明であるとして、既に当委員会の決定に基づき平成 22 年

１月 21 日付けで年金記録の訂正は必要ないとする通知が行われている。 

    申立人は、Ａ社Ｂ事業所に昭和 35 年５月から 36 年３月まで勤務して

いたと主張しているが、上記元同僚の証言から、申立人が当該事業所に

勤務していたことは推認できるものの、勤務期間を特定するまでには至

らない。 

    また、Ａ社の回答書及び当該事業所に係る退職者リストにより、申立

人が昭和 35 年５月から 36 年３月まで勤務した事実は確認できず、当該

事業所は、「申立てどおりの届出も行っていない。」と回答している。 

    このほか、申立人の申立期間②における保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ このほかに当委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たら

ないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び

②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認め

ることはできない。



千葉厚生年金 事案 2724 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年４月１日から 43 年９月１日まで 

    私は、Ａ社を結婚のため退職したが、その後一通の往復ハガキが届い

た。そのハガキにおいて一部を受け取るとして回答し、返信したところ、

後日現金書留が送られてきたので受け取った記憶はあるが、それを脱退

手当金として受け取ったとは認識していないので、確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示が記載されているとともに、支給額に計

算上の誤りは無く、申立期間に係る被保険者資格喪失日から約３か月後の

昭和 43 年 11 月 25 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自

然さはうかがえない。 

   また、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の資

格喪失日の前後２年以内に被保険者資格を喪失した者の中で、脱退手当金

の支給要件を満たす者 19 名のうち、12 名に脱退手当金の支給決定記録が

確認でき、その中で事情を聞くことのできた者３名は、「昭和 43、44 年

ごろは、女性が退職したら厚生年金保険を脱退手当金として受け取るのが

普通だった。会社が脱退手当金の請求手続をしてくれた。」と供述してい

ることから、事業主が代理請求を行った可能性が高いと考えられる。 

   さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2725（事案 423 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年３月５日から 35 年５月 21 日まで 

    私は、Ａ事業所における厚生年金保険の被保険者期間については脱退

手当金を受給したが、その後に勤務したＢ社及びＣ社における被保険者

期間については受給していないとして、前回第三者委員会へ申し立てた。 

    しかし、その後、脱退手当金を受給したのはＢ社及びＣ社の分であり、

Ａ事業所の脱退手当金を受給していないことに気付き、前回の申立ては

誤った内容だったので、再調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、Ｃ社における申立人の健康保険厚生

年金保険被保険者名簿に脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記さ

れているとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無

く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約２か月後に

支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえないこと

などから、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年２月 12 日付けで年金

記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、「Ｄ社会保険事務所（当時）でＢ社及びＣ社の脱退手

当金の受給手続をしたが、社会保険事務所（当時）の職員からＡ事業所の

期間は被保険者番号が違うので手続できない、と言われたので、前者２社

分だけ脱退手当金の受給手続をした。」、「平成 20 年３月ごろねんきん

特別便を２通受け取ったが、Ａ事業所とほかの２社との厚生年金保険被保

険者番号が異なるため、自分に２通の連絡があったのではないか。」と主

張し、これらの点について申立人は調査してほしいと再申立てを行ってい

るが、申立人の脱退手当金の対象となっている３社（Ｂ社、Ｃ社及びＡ事



業所）の健康保険厚生年金保険被保険者名簿で厚生年金保険被保険者番号

を確認したところ、すべて同じ被保険者番号であることが確認できる。 

   また、申立人は当該脱退手当金の受給に関し一部期間のみを請求したと

主張しているが、脱退手当金の制度趣旨は、将来厚生年金保険を受給しな

いので以前に掛けた厚生年金保険料を清算するとういうものであり、脱退

手当金の請求時点以前の判明したすべての厚生年金保険の被保険者期間を

対象とすることになっており、管轄の社会保険事務所が、当時脱退手当金

の対象期間としてＡ事業所を認識していたにもかかわらず、当該事業所の

期間のみを脱退手当金の対象期間から外すことは考え難い。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、ほかに当委員

会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人

は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはでき

ない。



千葉厚生年金 事案 2726 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14 年 12 月 21 日から 15 年１月１日まで 

    私は、平成 13 年 12 月 17 日から 14 年 12 月 31 日までＡ社に勤務して

いたが、厚生年金保険被保険者の資格喪失日が同年 12 月 21 日と記録さ

れている。雇用保険受給資格者証の離職日は同年 12 月 31 日と記載され

ているので、厚生年金保険の資格喪失日を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録により、申立人が申立期間においてＡ社に勤務して

いたことは確認できる。 

   しかしながら、申立人から提出されたＡ社に勤務していた全期間（申立

期間を含む 13 か月分）の給料支払明細書の内容を確認したところ、当該

事業所は、厚生年金保険料を翌月の給与から控除しており、申立期間に係

る平成 15 年１月の給与から保険料を控除されていないことが確認できる。 

   また、申立期間当時の事業主は、「当時の資料は残っておらず、勤務状

況について確認することができない。」と回答している。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2727 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年４月１日から 27 年３月１日まで 

    私がＡ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の被保険者

記録が欠落していることがねんきん特別便により判明した。年金事務所

での調査においても、記録どおりという回答であったが、納得できない

ので調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の元同僚の証言から、申立人が申立期間において、Ａ社に勤務し

ていたことは推認できる。 

   しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人と同日の昭和 27 年３月１日に厚生年金保険の被保険者資格を取得

している者は申立人を含め 11 名であり、その中には、申立人が同期入社

として氏名を挙げた２名及び 25 年４月に入社したと述べている元同僚が

含まれている上、当該事業所が同日以前に厚生年金保険被保険者資格取得

の届出を行ったのは、24 年 10 月 25 日であることが確認できる。 

   これらのことから判断すると、Ａ社は当時、一定期間内に採用した者を

昭和 27 年３月１日にまとめて厚生年金保険に加入させていたものと考え

られる。 

   また、複数の元同僚に対し厚生年金保険料の控除について照会したが、

厚生年金保険に加入する前の保険料の控除をうかがわせる供述を得ること

ができない。 

   さらに、当該事業所は、「申立人の申立期間に係る保険料控除及び厚生

年金保険の届出等については、当時の資料が無く不明である。」と回答し

ている。 



   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2728 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年３月から 39 年８月１日まで 

    私は、昭和 38 年３月にＡ社に入社し、同社Ｂ営業所に配属された。

その後 39 年８月に同社Ｃ営業所に転勤して、46 年７月まで継続して勤

務した。同社Ｃ営業所に転勤した後の厚生年金保険の加入記録はあるが、

入社して配属された同社Ｂ営業所の勤務期間の厚生年金保険の加入記録

が無い。その時期も厚生年金保険料を給与から控除されていたはずであ

り、厚生年金保険の加入記録が無いことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人から提出されたＡ社の退職金個人別明細表及び元同僚の証言によ

り、申立人が申立期間において当該事業所に勤務していたことは推認でき

る。 

   しかしながら、事業主は、「申立人に係る厚生年金保険の加入等の手続、

厚生年金保険料の納付については、いずれも不明である。」と回答してい

る。 

   また、元同僚の一人は、「当時は、入社してもすぐに辞めてしまう人が

多かったので、会社も３か月くらい様子を見てから、厚生年金保険に加入

させていたようなことがあったと思う。」と供述している上、申立人が氏

名を挙げた元同僚及び申立人と入社日が近い元同僚について、入社日と厚

生年金保険の被保険者資格取得日を調査した結果、入社日と資格取得日が

相違する者が多く確認できる。 

   これらのことから判断すると、当該事業所は、必ずしも従業員を入社と

同時に厚生年金保険に加入させる取扱いをしておらず、入社してから一定

期間経過後に加入させていたことがうかがえる。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、口頭意見陳述において

も、保険料控除をうかがわせる事情は確認できない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2729 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年８月から 61 年 12 月まで 

    私は、昭和 49 年８月から 61 年 12 月まで、Ａ社の代表取締役であっ

た。Ａ社の設立時に社会保険事務所（当時）の指導で、厚生年金保険の

適用事業所になったはずであるが、この期間の厚生年金保険の加入記録

が無いことは納得できない。調査して、厚生年金保険の被保険者期間を

回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、「私は、申立期間当時、Ａ社の代表取締役に就任しており、

厚生年金保険は、会社の担当者が適用事業所としての届出を社会保険事務

所に行い、厚生年金保険料を納付していたはずである。」と主張している。 

   しかしながら、オンライン記録において、当該事業所は厚生年金保険の

適用事業所として確認することができない。 

   また、当該事業所に係る閉鎖登記簿謄本によれば、申立人は申立期間当

時、当該事業所の代表取締役であったことが確認できるが、申立人は、

「代表者であったが、社会保険関係の処理は経理担当者に一任していて関

与していなかったので、全く分からない。当時の社会保険関係の書類はす

べて廃棄した。」と供述しており、当該事業所の厚生年金保険の適用状況

について確認できない。 

   さらに、当時の取締役及び同僚は所在が判明しないため、聞き取り調査

等を行うことができず、当該事業所の厚生年金保険の加入状況等について

証言を得ることができない。 

   このほか、申立人の申立期間における保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2730 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年３月から 28 年５月まで 

             ② 昭和 28 年６月から 30 年３月まで 

    私は、昭和 27 年３月から 28 年５月まではＡ社に勤務し、その後同年

６月から 30 年３月まではＢ社に勤務していた。両社とも厚生年金保険

に加入していたはずなので、調査して記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立人は、「昭和 27 年３月から 28 年５月まで

Ｃ区又はＤ区に所在するＡ社に勤務していた。」と主張している。 

    しかし、当該事業所は、「当社は、申立期間①当時、Ｃ区内及びＤ区

内には事業所は存在しておらず、当時の社員名簿において申立人の氏名

は見当たらない。」と回答しており、申立人の申立期間①に係る勤務実

態を確認することはできない。 

    また、申立人は元同僚の氏名を記憶しておらず、同僚に聞き取り調査

を行うことができず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況に

ついて証言を得ることができない。 

    さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立

人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

    このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、「昭和 28 年６月から 30 年３月まで、

Ｅ県内にあったＢ社に勤務していた。」と主張している。 

    しかし、オンライン記録において、当該事業所は厚生年金保険の適用



事業所として確認できない。 

    また、オンライン記録によると、Ｆ県において「Ｇ社」（Ｂ社と同

名）の事業所名で厚生年金保険の適用事業所が確認できるところ、当該

事業所は、昭和 36 年９月１日に厚生年金保険の適用事業所となり、平

成 21 年６月 18 日に適用事業所でなくなっており、申立期間②において

厚生年金保険の適用事業所ではない。 

    さらに、申立人は元同僚の氏名を記憶しておらず、同僚に聞き取り調

査を行うことができず、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の適用状況

について証言を得ることができない。 

    このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

  ３ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2731 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59 年４月から 61 年４月 11 日まで 

    私は、昭和 59 年４月にＡ社の子会社であるＢ社（現在は、Ｃ社）に

正社員として就職し、61 年４月 11 日に関連会社のＤ社へ異動するまで

継続して勤務していたにもかかわらず、Ｂ社に勤務していた期間の厚生

年金保険の加入記録が無いことは納得できない。調査して厚生年金保険

の記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   元上司の証言により、申立人が申立期間において、Ｂ社に勤務していた

ことは推認できる。 

   しかしながら、Ｃ社は、「申立人が申立期間において当社に在籍してい

た記録は確認できない。また、解散したＥ厚生年金基金の記録についても

調査したが、申立人の申立期間における加入記録は確認できない。」と回

答している上、当該事業所が加入するＦ健康保険組合において、申立人の

申立期間における加入記録についても確認できない。 

   また、Ｂ社を含むグループにおける社会保険の取扱状況について、親会

社であるＡ社の元社員は、「当時はグループの正社員であれば、全員を厚

生年金保険と厚生年金基金に加入させていたはずであるが、申立人に加入

記録が無いということは、正社員ではなかったのではないか。」と証言し

ている。 

   さらに、申立期間において、Ｂ社及び申立人が次に勤務したＤ社におけ

る元上司は、「私が、店長として申立人を面接し採用したことは記憶して

いるが、Ｂ社で採用したときに正社員で採用したのか、その後、私がＤ社

Ｇ店に店長として異動してから、申立人を店長推薦で正社員にしたのか記



憶に無い。また、社会保険関係業務には関与していなかったので、申立人

の厚生年金保険の加入状況等については不明である。」と供述しており、

申立人のＢ社における職種及び申立人の申立期間における厚生年金保険の

適用状況について確認できない。 

   加えて、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に申立人の氏名

は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



千葉厚生年金 事案 2732 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年４月１日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 56 年４月から同年７月までＡ社にＢ（職種）として勤務

していた。正社員として入社しており、厚生年金保険にも加入していた

はずなので、申立期間について厚生年金保険の被保険者記録が無いこと

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   複数の元同僚の証言から、勤務期間は特定できないものの、申立人がＡ

社に勤務していたことは推認できる。 

   しかしながら、現在の事業主は、「当時の関係書類は保存していないが、

申立期間当時は、入社後数か月間は試用期間を設定しており、その期間は

社会保険には加入させていなかったと思う。」と回答している上、複数の

元同僚に申立人の勤務実態等について照会したところ、「Ｂ（職種）には

フリー契約の人がいたと思う。なお、申立人の勤務期間について正確な記

憶は無い。」と回答しており、申立人の厚生年金保険の適用状況について

具体的な供述を得ることはできない。 

   また、申立人が記憶する元同僚９名のうち２名は、当該事業所における

厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

   これらのことから判断すると、Ａ社は従業員全員を厚生年金保険に加入

させる取扱いではなく、入社してから一定期間経過後に加入させていたこ

とがうかがえる。 

   また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立期間に申立人の氏名は無く、健康保険の整理番号に欠番は無い上、申

立人の申立期間における雇用保険の加入記録は確認できない。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


